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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第90期

第３四半期連結
累計期間

第91期
第３四半期連結

累計期間
第90期

会計期間
2022年４月１日
2022年12月31日

2023年４月１日
2023年12月31日

2022年４月１日
2023年３月31日

売上高 （千円） 2,089,278 2,106,598 2,710,384

経常利益 （千円） 164,194 240,843 135,706

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 103,457 150,657 83,692

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 500,854 18,475 578,836

純資産額 （千円） 3,447,155 3,527,114 3,525,137

総資産額 （千円） 4,816,952 4,772,518 4,885,633

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 50.33 73.29 40.71

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 69.6 71.8 70.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 175,765 108,902 38,585

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △67,953 △139,590 △78,056

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △22,482 81 △47,689

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 726,468 523,372 553,979

 

回次
第90期

第３四半期連結
会計期間

第91期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
2022年10月１日
2022年12月31日

2023年10月１日
2023年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 11.54 22.42

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては、

記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。
 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　①財政状態

（総資産）

当第３四半期末における総資産は、前連結会計年度末と比較して113百万円減少し4,772百万円となりました。

主な要因は、商品及び製品が77百万円、建物及び構築物（純額）が51百万円及び現金及び預金が32百万円増加し

た一方で、投資有価証券が206百万円、有価証券が31百万円及び未収入金が26百万円減少したことによるものであ

ります。

（負債）

負債総額につきましては、前連結会計年度末と比較して115百万円減少し1,245百万円となりました。主な要因

は、長期借入金が24百万円、その他の流動負債が21百万円及び未払法人税等が12百万円増加した一方で、買掛金

が66百万円、繰延税金負債が62百万円及び賞与引当金が44百万円減少したことによるものであります。

（純資産）

純資産総額につきましては、前連結会計年度末と比較して１百万円増加し3,527百万円となりました。主な要因

は、その他有価証券評価差額金が141百万円減少した一方で、利益剰余金が135百万円及び非支配株主持分が７百

万円増加したことによるものであります。

 

　②経営成績

　当社グループの2024年３月期第３四半期の売上高につきましては、新型コロナウイルス感染症による行動制限が

緩和され、経済活動の正常化と経済の回復が期待されておりますが、感染者数はいまだに増加と減少を繰り返して

おります。更に、季節性インフルエンザウイルス感染症の感染拡大が心配される状況にある中、当社の主需要先で

ある医薬品業界においては、感染症による医療機関への受診抑制状況が見られる影響で、需要先において在庫調整傾

向が続いており、第３四半期までの受注数は計画を下回りました。しかしながら、当社グループといたしましては、

主力製品であるインフルエンザワクチン用容器「管瓶」のほか、各種医療用容器の安定供給に努めるとともに、来

期の受注に備えるため製品在庫の確保にも努めた結果、売上高2,106百万円（前年同期比0.8％増）となりました。

　利益面につきましては、製造資材の値上げ及び人件費の上昇を踏まえ、第１四半期に実施した当社製品価格の改定

とともに、稼働率・歩留まりの向上及び経費削減の取組みと政府の経済対策「電気・ガス価格激変緩和対策」の効

果により、当第３四半期は、営業利益227百万円（前年同期比59.6％増）、経常利益240百万円（前年同期比46.7％

増）、親会社株主に帰属する四半期純利益150百万円（前年同期比45.6％増）とそれぞれ増加しました。

 

　③キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度末に比べ30百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末には523百万円となりました。

　当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、108百万円（前年同四半期は175百万円の資金増加）となりました。これは主

に棚卸資産の増加が75百万円、仕入債務の減少が66百万円及び法人税等の支払額60百万円があった一方で、税金

等調整前四半期純利益240百万円、減価償却費45百万円及び未収入金の減少が26百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、139百万円（前年同四半期は67百万円の資金減少）となりました。これは主

に定期預金の払戻による収入306百万円があった一方で、定期預金の預入による支出337百万円及び有形固定資

産の取得による支出104百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、０百万円（前年同四半期は22百万円の資金減少）となりました。これは主に

新規の長期借入れによる収入100百万円があった一方で、長期借入金の返済による支出83百万円及び配当金の支

払による支出15百万円によるものであります。

 

EDINET提出書類

不二硝子株式会社(E01186)

四半期報告書

 3/21



 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,142,000 2,142,000
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数　100株

計 2,142,000 2,142,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年10月１日～

2023年12月31日
－ 2,142,000 － 107,100 － 582

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2023年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 86,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,051,200 20,512 －

単元未満株式 普通株式 4,500 － －

発行済株式総数  2,142,000 － －

総株主の議決権  － 20,512 －

（注）　単元未満株式数には、当社所有の自己株式が19株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数
（株）

他人名義所有
株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

不二硝子株式会社
東京都墨田区文花二丁目

15番９号
86,300 － 86,300 4.03

計 ― 86,300 － 86,300 4.03

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、フェイス監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 611,144 643,474

受取手形及び売掛金（純額） ※２ 533,891 ※２,※３ 518,945

有価証券 266,198 234,218

商品及び製品 473,393 551,123

仕掛品 2,709 8

原材料及び貯蔵品 91,045 91,718

未収入金 40,312 13,374

その他 4,031 6,660

流動資産合計 2,022,727 2,059,525

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 327,109 378,396

機械装置及び運搬具（純額） 79,013 85,413

土地 442,518 442,518

建設仮勘定 8,277 10,173

その他（純額） 23,346 21,659

有形固定資産合計 880,265 938,161

無形固定資産 1,197 2,185

投資その他の資産   

投資有価証券 1,925,321 1,719,183

繰延税金資産 17,568 13,388

その他 44,360 45,382

貸倒引当金 △5,807 △5,307

投資その他の資産合計 1,981,442 1,772,647

固定資産合計 2,862,906 2,712,993

資産合計 4,885,633 4,772,518
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 152,968 86,320

１年内返済予定の長期借入金 90,200 82,400

未払法人税等 37,295 50,101

未払事業所税 7,409 5,599

賞与引当金 66,148 22,056

その他 143,771 164,780

流動負債合計 497,792 411,257

固定負債   

長期借入金 47,800 72,000

繰延税金負債 523,415 460,827

役員退職慰労引当金 155,869 162,278

退職給付に係る負債 106,739 110,149

資産除去債務 28,879 28,892

固定負債合計 862,704 834,147

負債合計 1,360,496 1,245,404

純資産の部   

株主資本   

資本金 107,100 107,100

資本剰余金 582 582

利益剰余金 2,114,834 2,250,074

自己株式 △33,894 △33,925

株主資本合計 2,188,623 2,323,832

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,242,973 1,101,837

その他の包括利益累計額合計 1,242,973 1,101,837

非支配株主持分 93,540 101,444

純資産合計 3,525,137 3,527,114

負債純資産合計 4,885,633 4,772,518
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

売上高 2,089,278 2,106,598

売上原価 1,626,985 1,511,112

売上総利益 462,293 595,486

販売費及び一般管理費 319,918 368,241

営業利益 142,375 227,244

営業外収益   

受取利息 49 72

受取配当金 19,679 21,907

受取賃貸料 4,121 4,021

その他 4,764 3,402

営業外収益合計 28,615 29,403

営業外費用   

支払利息 789 859

賃貸費用 6,006 14,945

営業外費用合計 6,795 15,805

経常利益 164,194 240,843

税金等調整前四半期純利益 164,194 240,843

法人税、住民税及び事業税 41,567 73,181

法人税等調整額 10,975 8,049

法人税等合計 52,542 81,231

四半期純利益 111,651 159,611

非支配株主に帰属する四半期純利益 8,194 8,954

親会社株主に帰属する四半期純利益 103,457 150,657
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

四半期純利益 111,651 159,611

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 389,203 △141,136

その他の包括利益合計 389,203 △141,136

四半期包括利益 500,854 18,475

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 492,660 9,521

非支配株主に係る四半期包括利益 8,194 8,954
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 164,194 240,843

減価償却費 43,330 45,334

賞与引当金の増減額（△は減少） △43,964 △44,092

貸倒引当金の増減額（△は減少） △544 △684

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △14,367 6,409

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 7,625 3,409

受取利息及び受取配当金 △19,728 △21,980

支払利息 789 859

売上債権の増減額（△は増加） 98,789 15,130

棚卸資産の増減額（△は増加） △95,960 △75,702

未収入金の増減額（△は増加） 10,418 26,937

仕入債務の増減額（△は減少） 34,497 △66,647

未払金の増減額（△は減少） － △110

未払消費税等の増減額（△は減少） △8,342 17,753

その他 3,361 710

小計 180,100 148,171

利息及び配当金の受取額 19,716 21,963

利息の支払額 △790 △856

法人税等の支払額 △26,895 △60,375

法人税等の還付額 3,633 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 175,765 108,902

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △309,892 △337,097

定期預金の払戻による収入 268,635 306,140

有形固定資産の取得による支出 △25,579 △104,873

無形固定資産の取得による支出 － △1,280

投資有価証券の取得による支出 △1,419 △1,456

その他 301 △1,022

投資活動によるキャッシュ・フロー △67,953 △139,590

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 80,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △86,200 △83,600

自己株式の取得による支出 △45 △30

配当金の支払額 △15,186 △15,238

非支配株主への配当金の支払額 △1,050 △1,050

財務活動によるキャッシュ・フロー △22,482 81

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 85,329 △30,606

現金及び現金同等物の期首残高 641,139 553,979

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 726,468 ※ 523,372
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【注記事項】

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2023年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 142,563千円 －千円

 

※２　資産の額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2023年12月31日）

受取手形及び売掛金（純額） 717千円 533千円

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2023年12月31日）

受取手形 ―千円 726千円

裏書譲渡手形 ― 854千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年12月31日）

　現金及び預金勘定 787,701千円 643,474千円

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △321,398 △354,321

　有価証券勘定 260,165 234,218

　現金及び現金同等物 726,468 523,372
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．配当支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日

定時株主総会
普通株式 15,418 7.50 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

１．配当支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 15,417 7.50 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自2023

年４月１日　至2023年12月31日）

当社グループは単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

 

（金融商品関係）

当第３四半期連結会計期間末（2023年12月31日）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

 

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（2023年12月31日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がある

ものの企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

 

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（2023年12月31日）

　当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

収益認識の時期別に収益を分解した情報

　当社グループの収益認識の時期別の収益の分解と、主たる商品及び製品との関連は次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

（単位：千円）

 
商品及び製品

合計
アンプル 管　瓶 その他

一時点で移転される財 259,366 1,633,879 196,032 2,089,278

一定の期間にわたり移転される財 － － － －

顧客との契約から生じる収益 259,366 1,633,879 196,032 2,089,278

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 259,366 1,633,879 196,032 2,089,278

 

 

当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

（単位：千円）

 
商品及び製品

合計
アンプル 管　瓶 その他

一時点で移転される財 290,502 1,645,081 171,014 2,106,598

一定の期間にわたり移転される財 － － － －

顧客との契約から生じる収益 290,502 1,645,081 171,014 2,106,598

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 290,502 1,645,081 171,014 2,106,598

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 50円33銭 73円29銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 103,457 150,657

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
103,457 150,657

普通株式の期中平均株式数（千株） 2,055 2,055

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

（株式併合並びに単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更について）

当社は、2024年１月26日開催の取締役会において、株式併合並びに単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更につ

いて、2024年２月27日開催予定の臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」といいます。）に付議することを決議いたし

ました。

 

１．株式併合について

（１）株式併合の目的

当社が2023年11月14日に公表した「ＭＢＯの実施及び応募の推奨に関するお知らせ」（2023年11月15日付の

「（訂正）「ＭＢＯの実施及び応募の推奨に関するお知らせ」の一部訂正について」による訂正を含みます。）に

おいてお知らせいたしましたとおり、株式会社スカイ（以下「公開買付者」といいます。）は、2023年11月15日か
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ら2023年12月27日までを公開買付けにおける買付け等の期間として、当社の普通株式（以下「当社株式」といいま

す。）に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を実施し、その結果、公開買付者は、本公開買

付けの決済の開始日である2024年１月９日付で、当社株式758,677株を所有するに至りました。

上記のとおり、本公開買付けが成立いたしましたが、公開買付者は、本公開買付けにより当社株式の全て（ただ

し、当社が所有する自己株式及び当社の代表取締役社長である小熊信一氏が所有する当社株式の全て（以下「不応

募株式」といいます。）を除きます。）を取得することができなかったことから、当社は、公開買付者からの要請

を受け、2024年１月26日開催の取締役会において、当社の株主を公開買付者及び小熊信一氏のみとするために、本

臨時株主総会において株主の皆様のご承認をいただくことを条件として、当社株式183,232株を１株に併合する株

式の併合（以下「本株式併合」といいます。）を実施することとし、本株式併合に係る議案を本臨時株主総会に付

議することを決議いたしました。

なお、本株式併合により、公開買付者及び小熊信一氏以外の株主の皆様の所有する当社株式の数は、１株に満た

ない端数となる予定です。

 

（２）併合する株式の種類及び併合比率

当社の普通株式183,232株を１株に併合いたします。

 

（３）効力発生後における発行済株式総数

11株

 

（４）効力発生日における発行可能株式総数

44株

 

（５）１株未満の端数が生じる場合の処理の方法並びに当該処理により株主に交付されることが見込まれる金銭の額

上記「（１）株式併合の目的」に記載のとおり、本株式併合により、公開買付者及び小熊信一氏以外の株主の皆

様の所有する当社株式の数は、１株に満たない端数となる予定です。

本株式併合の結果生じる１株未満の端数については、その合計数（会社法第235条第１項の規定により、その合

計数に１株に満たない端数がある場合にあっては、当該端数は切り捨てられます。）に相当する数の株式を、会社

法第235条その他の関係法令の規定に従って売却し、その端数に応じて、その売却により得られた代金を株主の皆

様に交付いたします。当該売却について、当社は、会社法第235条第２項の準用する同法第234条第２項の規定に基

づき、裁判所の許可を得て、公開買付者に売却することを予定しております。

この場合の売却額は、上記裁判所の許可が予定どおり得られた場合は、株主の皆様が所有する当社株式の数に本

公開買付けにおける買付け等の価格と同額である1,700円を乗じた金額に相当する金銭を各株主の皆様に交付でき

るような価格に設定する予定です。

 

（６）株式併合の日程

取締役会決議日　　　　　2024年１月26日

臨時株主総会開催日　　　2024年２月27日（予定）

株式併合の効力発生日　　2024年３月22日（予定）

 

（７）１株当たり情報に及ぼす影響

本株式併合が前連結会計年度の開始日に実施されたと仮定した場合の前第３四半期連結累計期間及び当第３四半

期連結累計期間における１株当たり情報は以下のとおりであります。

 

 

前第３四半期連結累計期間

（自 2022年４月１日

至 2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自 2023年４月１日

至 2023年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 9,405,183円09銭 13,696,160円81銭

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（８）上場廃止となる見込み

上記手続が予定どおり行われた場合、当社株式は、東京証券取引所の上場廃止基準に該当することとなり、2024

年２月27日から2024年３月18日まで整理銘柄に指定された後、2024年３月19日をもって上場廃止となる予定です。

上場廃止後は、当社株式を東京証券取引所スタンダード市場において取引することはできません。

 

２．単元株式数の定めの廃止について

EDINET提出書類

不二硝子株式会社(E01186)

四半期報告書

16/21



（１）廃止の理由

本株式併合の効力が発生した場合には、当社の発行済株式総数は11株となり、単元株式数を定める必要がなくな

るためであります。

 

（２）廃止予定日

2024年３月22日（予定）

 

（３）廃止の条件

本臨時株主総会において、本株式併合に係る議案及び下記「３．定款の一部変更について」に記載の定款の一部

変更に係る議案が原案どおり承認可決され、本株式併合の効力が生じることを条件といたします。

 

３．定款の一部変更について

（１）定款変更の目的

①　本株式併合に係る議案が原案どおり承認可決され、本株式併合の効力が生じた場合には、会社法第182条第２

項の定めに従って、当社株式の発行可能株式総数が44株に減少することとなります。かかる点を明確にするた

めに、本株式併合の効力が生じることを条件として、定款第６条（発行可能株式総数）を変更するものであり

ます。

 

②　本株式併合に係る議案が原案どおり承認可決され、本株式併合の効力が生じた場合には、当社の発行済株式総

数は11株となり、単元株式数を定める必要がなくなります。そこで、本株式併合の効力が生じることを条件と

して、現在１単元100株となっている当社株式の単元株式数の定めを廃止するため、定款第８条（単元株式

数）の全文を削除するとともに、当該変更に伴う条数の繰上げを行うものであります。

 

③　本株式併合に係る議案が原案どおり承認可決され、本株式併合の効力が発生した場合には、１株以上の当社株

式を有する者は公開買付者及び小熊信一氏のみとなる予定であるため、定時株主総会の基準日に関する規定は

その必要性を失うことになります。そこで、本株式併合の効力が生じることを条件として、定款第９条（基準

日）の全文を削除するとともに、当該変更に伴う条数の繰上げを行うものであります。

 

④　本株式併合に係る議案が原案どおり承認可決され、本株式併合の効力が生じた場合には、１株以上の当社株式

を所有する者は公開買付者及び小熊信一氏のみとなる予定であり、また、本株式併合の実施に伴い当社株式は

上場廃止となるため、株主総会資料の電子提供制度に係る規定はその必要性を失うことになります。そこで、

本株式併合の効力が生じることを条件として、定款第14条（電子提供措置等）の全文を削除するとともに、当

該変更に伴う条数の繰上げを行うものであります。

 

（２）定款変更の内容

変更の内容は、以下のとおりであります。なお、当該定款変更は、本臨時株主総会において、本株式併合に係る

議案が原案どおり承認可決され、本株式併合の効力が生じることを条件として、本株式併合の効力発生日である

2024年３月22日に効力が生じるものといたします。

 

（下線部は変更箇所を示します。）

現行定款 変更案

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、800万株とす

る。

 

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、44株とす

る。

 

（単元株式数）

第８条　当会社の単元株式数は、100株とする。

 

＜削除＞
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（基準日）

第９条　当会社は、毎年３月31日の最終の株主名簿

に記載または記録された議決権を有する株主を

もって、その事業年度に関する定時株主総会に

おいて権利を行使することができる株主とす

る。

２．前項に定めるほか、必要があるときは、取締

役会の決議によってあらかじめ公告して臨時に

基準日を定めることができる。

 

＜削除＞

第10条～第13条（条文省略）

 

第８条～第11条（現行どおり）

（電子提供措置等）

第14条　当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類等の内容である情報について電子提

供措置をとる。

２．当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法

務省令で定めるものの全部又は一部について、

議決権の基準日までに書面交付請求をした株主

に対して交付する書面に記載することを要しな

いものとする。

 

＜削除＞

第15条～第38条（条文省略）

 

第12条～第35条（現行どおり）

 

 

（３）定款変更の日程

2024年３月22日（予定）

 

（自己株式の消却について）

当社は、2024年１月26日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、当社が所有する自己株式を消却

することを決議いたしました。

なお、当該自己株式の消却は、本臨時株主総会において、本株式併合に関する議案が原案のとおり承認可決されるこ

とを条件としております。

 

自己株式消却の概要

①　消却する株式の種類　　当社普通株式

②　消却する株式の数　　　86,319株（消却前の発行済株式の総数に対する割合4.03％（小数点以下第三位を四捨五

入しております。））

③　消却予定日　　　　　　2024年３月21日

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 2024年２月９日

 

不　二　硝　子　株　式　会　社
 

取　　締　　役　　会　　御中  

 

 フェイス 監 査 法 人  

 東京都渋谷区  

 

 
指 定 社 員

 
業 務 執 行 社 員

 公 認 会 計 士　　枝　　川　　　哲　　也

 

 
指 定 社 員

 
業 務 執 行 社 員

 公 認 会 計 士　　井　　上　　　陽　　介

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

不二硝子株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（2023年10月１日から2023年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、不二硝子株式会社及び連結子会社

の2023年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認めら

れなかった。
 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2024年１月26日開催の取締役会において、株式併

合、単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更を2024年２月27日開催予定の臨時株主総会に付議する

ことを決議した。会社の株式は、上記手続が予定通り行われた場合、東京証券取引所の上場廃止基準に

該当することとなり、2024年３月19日をもって上場廃止となる予定である。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結

財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。
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監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ

ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他

の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要

な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表におい

て、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に

表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連

結財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連す

る注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎と

なる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠

を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して

責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー

上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するた

めの対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用

している場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。
 

　以　　上
 

 
（注）　１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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